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別添３－２　居宅サービス事業者等自主点検表（指定介護老人保健施設（ユニット型））

	記入年月日
	　　年　　月　　日

	法　人　名
	
	

	代表者（理事長）名
	

	介護保険事業所番号
	４
	０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所
	名　称
	

	
	種　別
	１　ユニット型介護老人保健施設

２　ユニット型小規模介護老人保健施設

	
	所在地
	

	記入担当者職・氏名
	（職）　　　（氏名）
	連絡先電話番号
	－　　　－


※　種別は該当するものに○をつけること。
□　自主点検表記載にあたっての留意事項

（１）チェック項目については、している・していないの該当する方にチェック（　　　　）をしてください。
（令和３年４月版　介護報酬の解釈　２指定基準編（赤本）を参照の上、回答ください。）
（２）事例がない場合は、空白部分に「事例なし」と記載してください。

（３）添付書類

この自主点検表に添付して提出してください。

（1） チェック項目

ユニット型介護老人保健施設

（人員の配置）【基準第２条】
	項　　目
	
	している
	していない

	従業者　　　　　　　　　　　　　　〈第２条〉

　　　　　　　　　　　　　
	基準第２条に定める員数の従業者を配置しているか。
	□
	□

	
	当該施設の従業者によってのみサービスを提供しているか。
	□
	□

	定員の遵守

〈基準４９条〉
	入居定員及び療養室の定員を超えて入所させてはならない。ただし、災害、虐待等その他やむを得ない事情がある場合は、この限りではない。
	□
	□

	管理者

〈第２３条〉
	専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、施設の管理上支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。
	□
	□

	
	兼務の事業と職種を記載
	
	


（設備）

	項　　目
	
	している
	していない

	介護老人保健施設(ユニット型)
	１の療養室の定員は、１人としているか。
	□
	□

	
	療養室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けているか。又、１ユニットの入居定員は、原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えていないか。
	□
	□

	
	１の療養室の床面積は、10.65平方メートル以上となっているか。
	□
	□

	
	療養室は地階以外に設けているか。
	□
	□

	
	療養室の１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けているか。
	□
	□

	
	療養室には、寝台又はこれに代わる設備を備えているか。
	□
	□

	
	療養室には、入居者の身の回り品を保管することができる設備を備えているか。
	□
	□

	
	療養室には、ナース・コールを設けているか。
	□
	□

	
	共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有しているか。
	□
	□

	
	１の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニットの入居定員を乗じて得た面積以上を標準としているか。
	□
	□

	
	共同生活室には、必要な設備及び備品を備えているか。
	□
	□

	
	洗面所は、療養室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けているか。
	□
	□

	
	洗面所は、身体の不自由な者が使用するのに適したものとしているか。
	□
	□

	
	便所は、療養室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けているか。
	□
	□

	
	便所は、ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用するのに適したものとしているか。
	□
	□

	
	便所は、常夜灯を設けているか。
	□
	□

	
	機能訓練室は、１平方メートルに入居定員数を乗じて得た面積以上の面積を有し、必要な器械・器具を備えているか。
	□
	□

	
	浴室は、身体の不自由な者が入浴するのに適したものとしているか。
	□
	□

	
	浴室は、一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とするものの入浴に適した特別浴槽を設けているか。
	□
	□


現在の図面（現在の施設の設備の状況を反映させたもの）を添付してください。

（事業の運営）ユニット型
	項　　目
	
	している
	していない

	内容及び手続の説明及び同意
（基準５条）
	サービスの提供開始に際し、あらかじめ、入所申込者又はその家族に対し、重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して説明を行っているか。
	□
	□

	
	サービスの内容及び利用料金等について利用者の同意を得ているか。
	□
	□

	
	重要事項説明書には利用者の署名・捺印を受けているか。
	□
	□

	
	重要事項説明には次の内容が記載されており、その内容はわかりやすいものとなっているか。

· 運営規程の概要

· 従業者の勤務体制

· 事故発生時の対応
· 苦情処理の体制

· 利用料

· その他
	□

□

□

□

□

□
	□

□

□

□

□

□

	
	サービスの提供開始について、利用者と契約書を交わしているか。
	□
	□

	提供拒否の禁止

(基準５条の２)
	正当な理由なく介護保健施設サービスの提供を拒んでいないか。
	□
	□

	サービス提供困難時の対応

（基準５条の３）


	入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対し自ら必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じているか。
	□
	□

	受給資格等の確認

（基準６条）


	入所申込者の被保険者証で、被保険者資格、要介護認定等の有無及び要介護認定等の有効期間を確認しているか。
	□
	□

	
	被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、介護保健施設サービスを提供するように努めているか。
	□
	□

	要介護認定等の申請に係る援助

（基準７条）


	入所申込者が要介護認定等を受けていない場合に、要介護認定申請のために必要な援助を行っているか。
	□
	□

	
	有効期間が終了する３０日前には要介護認定の更新申請が行われるように必要な援助を行っているか。
	□
	□

	入退所

（基準８条）
	その心身の状況及び病状並びにその置かれている環境に照らし看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要であると認められる者を対象に、介護保健施設サービスを提供しているか。
	□
	□

	
	入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超えている場合には、医学的管理の下における介護及び機能訓練の必要性を勘案し、介護保健施設サービスを受ける必要性が高いとみられる入所申込者を優先的に入所させるよう努めているか。
	□
	□

	
	入所申込者の入所に際しては、その者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況等の把握に努めているか。
	□
	□

	
	入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的（少なくとも３月ごと）に検討し、その内容等を記録しているか。
	□
	□

	
	前項の検討に当たっては、医師、薬剤師、看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門員等の間で協議しているか。
	□
	□

	
	入所者の退所に際しては、その者又はその家族に対し、適切な指導を行うとともに、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対する情報提供に努めるほか、退所後の主治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供するものと密接な連携に努めているか。
	□
	□

	サービス提供の記録

（基準９条）
	サービスの開始に際しては開始の年月日及び入所している介護老人保健施設の種類及び名称を、退所に際しては退所の年月日を当該者の被保険者証に記載しているか。
	□
	□

	
	介護保健施設サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等記録しているか。
	□
	□

	利用料等の受領

（基準４２条）
	入居者負担として、ユニット型介護保健施設サービス費用基準額の１割（法令により給付率が９割でない場合はそれに応じた割合）の支払を受けているか。
	□
	□

	
	利用料に法定代理受領サービスに該当する場合とそれ以外との間で不合理な差額を生じさせていないか。
	□
	□

	
	利用料の他には、次の費用の額以外の支払を受けていないか。

1 食事の提供に要する費用

2 居住に要する費用

3 特別な療養室の提供に要する費用

4 特別な食事の提供に要する費用

5 理美容代

6 介護保健施設サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その入所者に負担させることが適当と認められるもの。
	□
	□

	
	サービスの提供に当たっては、入居者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入居者の同意を得ているか。
	□
	□

	保険給付の請求のための証明書の交付

（基準１２条）
	法定代理受領サービスに該当しない介護保健施設サービスに係る費用の支払を受けた場合は、提供した介護保健施設サービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を入所者に交付しているか。
	□
	□

	介護保健施設サービスの取扱方針

（基準４３条）
	施設サービス計画に基づき、入所者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるようにするため、必要な援助を行っているか。（入居者へのサービスの提供に当たっては、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しているか。）
	□
	□

	
	各ユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を持って生活を営むことができるよう配慮しているか。
	□
	□

	
	入居者のプライバシーの確保に配慮しているか。
	□
	□

	
	入居者の自立した生活を支援することを基本として、入居者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を把握しながら、適切に行われているか。
	□
	□

	
	従業者は、介護保健施設サービス提供に当たっては入居者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行っているか。
	□
	□

	
	介護保健施設サービスの提供に当たっては、当該入居者又は他の入居者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないが、そのようにしているか。
	□
	□

	
	前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しているか。
	□
	□

	
	自らその提供する介護保健施設サービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。
	□
	□

	施設サービス計画の作成

（基準第１４条）
	管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務を担当させているか。
	□
	□

	
	施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以下「計画担当介護支援専門員」という。）は、施設サービス計画の作成に当たっては、入居者の日常生活全般を支援する観点から、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて施設サービス等の利用も含めて施設サービス計画上に位置付けるよう努めているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、入居者について、その有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明らかにし、入居者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握（以下「アセスメント」という。）しているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、アセスメントに当たっては、入居者及びその家族に面接して行っているか。

入居者及びその家族に面接の趣旨を十分に説明し理解を得ているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、入居者の希望、アセスメントの結果及び医師の治療の方針に基づき、入居者の家族の希望を勘案して、入居者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、介護保健サービスの目標及びその達成時期、サービスの内容、サービスを提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を作成しているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議の開催、担当者に対する照会等により、当該施設サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容について入居者又はその家族に対して説明し、文書によリ同意を得ているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成した際には、当該施設サービス計画を入居者に交付しているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行っているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、入居者及びその家族並びに担当者との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。（特段の事情がある場合については、具体的な内容を記録しておくこと。その際、計画担当介護支援専門員に起因する事情は含まれない。）

①定期的に入居者に面接すること

②定期的にモニタリングの結果を記録すること。


	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地から意見を求めるものとする。

①入居者が要介護更新認定（法第２８条第２項）を受けた場合

②入居者が法第２９条第１項に規定する要介護状態区分の変更の認定を受けた場合
	□
	□

	診療の方針

（基準１５条）
	診療は、一般に医師として必要性があると認められる疾病又は負傷に対して、的確な診断を基とし、療養上妥当適切におこなっているか。
	□
	□

	
	入居者の心身の状況を観察し、要介護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的な効果をあげることができるよう適切な指導を行っているか。
	□
	□

	
	常に入居者の病状、心身の状況及びその置かれている環境等の的確な把握に努め、入居者又はその家族に対して適切な指導を行っているか。
	□
	□

	
	検査、投薬、注射、処置等は、入居者の病状に照らして妥当適切に行われているか。
	□
	□

	
	特殊な療法又は新しい療法等については、別に厚生労働大臣が定めるもののほか行っていないか。
	□
	□

	
	別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬品を入居者に施用し、又は処方していないか。
	□
	□

	必要な医療の提供が困難な場合等の措置等

（基準１６条）
	自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、協力病院等への入院の措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じているか。
	□
	□

	
	医師は、不必要に入所者のために往診を求め、又は入居者を病院若しくは診療所に通院させてはならないが、そのように行っているか。
	□
	□

	機能訓練

（基準１７条）
	入居者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要に応じて理学療法、作業療法その他適切なリハビリテーションを計画的に行っているか。
	□
	□

	
	機能訓練は１人について、少なくとも週２回程度行っているか。
	□
	□

	
	基準省令「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について」の「１５　機能訓練」の手順により実施しているか。
	□
	□

	看護及び医学的管理下における介護

（基準４４条）
	看護及び医学的管理の下における介護は、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するよう、入居者の病状及び心身の状況に応じ、適切な技術をもって行われているか。
	□
	□

	
	入居者の日常生活における家事を、入居者が、その病状及び心身の状況等に応じて、それぞれの役割をもって行うよう適切に支援しているか。
	□
	□

	
	入居者が身体の清潔を維持するだけでなく、入居者が精神的に快適な生活を営むことができるよう適切な方法により（精神的に快適な生活を営む上でも重要なものであることから、一律の入浴回数を設けるのではなく個浴の実施など入居者の意向に応じて）入浴させ、又は清しきしているか。
	
	


	
	入居者の病状及び心身の状況に応じ、適切な方法により、排泄の自立について必要な援助を行っているか。
	□
	□

	
	おむつを使用せざるを得ない入居者については、排せつの自立を図りつつ、そのおむつを適切に取り替えているか。
	□
	□

	
	褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しているか。
①褥瘡予防の計画作成、

②施設内褥瘡予防対策担当する看護師を決める、

③医師、看・介護・栄養士等からなる褥瘡対策チームを設置

④介護職員等に対し研修（専門家による相談、指導を積極的に活用）
	□
	□

	
	離床、着替え、整容その他日常生活上の行為を適切に支援しているか。
	□
	□

	
	入所者の負担により、当該ユニット型介護老人保健施設の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせていないか。
	□
	□

	食事の提供
（基準４５条）
	食事は、栄養並びに入居者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供しているか。
	□
	□

	
	入居者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な支援を行っているか。
	□
	□

	
	入居者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供するとともに、入居者がその心身の状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることができるよう必要な時間を確保しているか。
	□
	□

	
	入居者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意志を尊重しつつ（できる限り離床し）、入居者が共同生活室で食事を摂ることを支援しているか。
	□
	□

	
	調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うとともに、その実施状況を明らかにしているか。
	□
	□

	
	食事提供については、入居者の嚥下や咀嚼の状況、食欲など心身の状態等を当該入所者の食事に的確に反映させるために、療養室関係部門と食事関係部門と連絡が十分にとられているか。
	□
	□

	
	食事内容については、当該施設の医師又は栄養士を含む会議において検討が加えられているか。
	□
	□

	相談及び援助

　（基準２０条）
	施設は、常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行える体制をとっているか。
	□
	□

	その他のサービスの提供
（基準４６条）
	入居者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、入居者が自立的に行うこれらの活動を支援しているか。
	□
	□

	
	常に入居者の家族との連携を図るととともに、入居者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めているか。
	□
	□

	管理者の責務

（基準２４条）
	管理者は、当該介護老人保健施設の従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っているか。
	□
	□

	
	管理者は従業者にその基準の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行っているか。
	□
	□

	計画担当介護支援専門員の責務

(基準１４条以外)

（基準２４条の２）

	入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況を把握しているか。
	□
	□

	
	入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討し、その内容等を記録しているか。
	□
	□

	
	入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携しているか。
	□
	□

	
	第３４条第２項の苦情の内容等を記録しているか。
	□
	□

	
	第３６条第２項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しているか。
	□
	□

	運営規程

（基準２５条）
	次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めているか。

1 施設の目的及び運営の方針

2 従業者の職種、員数及び職務の内容

3 入居定員
4 ユニットの数及びユニットごとの入居定員

5 入居者に対する介護保健施設サービスの内容及び利用料及びその他の費用の額

6 施設の利用に当たっての留意事項

7 非常災害対策

8 その他施設の運営に関する重要事項
	□
	□

	勤務体制の確保等

（基準４８条）
	入居者に対し、適切な介護保健施設サービスを提供できるよう、従業者の体制を定めているか。
	□
	□

	
	従業者の勤務の体制を定めるにあたっては、入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、次の各号の職員配置をしているか。

1 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置しているか。

2 夜間及び深夜について２ユニットごとに１人以上の介護職員及び看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置しているか。

3 ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置しているか。
	□
	□

	
	当該ユニット型介護老人保健施設の従業者によって介護保健施設サービスを提供しているか（入居者に対するサービスの提供に直接影響を及ぼさない業務（調理、洗濯等）はこの限りではない）
	□
	□

	
	従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しているか。
	□
	□

	定員の遵守

（基準４９条）
	入居定員及び療養室の定員を超えて入居させてはならないが、遵守しているか。（ただし、災害等やむを得ない事情がある場合はこの限りではない。）
	□
	□

	非常災害対策

（基準２８条）
	非常災害に対する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。
	□
	□

	衛生管理等

（基準２９条）


	入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じているか。又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行っているか。
	□
	□

	
	感染症及び食中毒予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以上開催し、その結果を職員に周知しているか。
	□
	□

	
	感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
	□
	□

	
	調理や清掃などの業務を委託する場合には、委託を受けて行う者に対しても、施設の指針が周知されているか。
	□
	□

	
	職員に対し感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的（年２回以上）に実施し記録しているか。
	□
	□

	
	厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行っているか。
	□
	□

	協力病院

（基準３０条）
	入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力病院を定めているか。
①自動車等による移送に要する時間がおおむね２０分以内の近距離にあるか。
②当該病院が標榜している診療科名等からみて、病状急変等の事態に適切に対応できるものであるか。
③協力病院に対しては、入所者の入院や休日夜間等における対応について円滑な協力を得るため、あらかじめ必要な事項を取り決めているか。
	□

□

□

□
	□

□

□

□

	
	協力歯科医療機関を定めているか。
	□
	□

	掲　示

（基準３１条）
	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しているか。
	□
	□

	秘密保持等

（基準３２条）
	従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らしてはならないが、そのようにしているか。
	□
	□

	
	従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じているか。
	□
	□

	
	居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により入所者の同意を得ているか。
	□
	□

	居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止

（基準３３条）
	居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に当該施設を紹介することの対償として、その金品その他の財産上の利益を供与していないか。
	□
	□

	
	居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該施設からの退所者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受していないか。
	□
	□

	苦情処理

（基準３４条）
	提供した介護保健施設サービスに関する入所者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じているか。
	□
	□

	
	苦情を受け付けた内容等を記録しているか。

また、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行っているか。
	□
	□

	
	入所者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。
	□
	□

	
	市町村からの求めがあった場合には、改善の内容を市町村に報告しているか。
	□
	□

	
	入所者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、同会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。
	□
	□

	
	国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しているか。
	□
	□

	地域との連携等

（基準３５条）
	事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めているか。
	□
	□

	
	市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業（介護相談員派遣事業、市町村の老人クラブ等）に協力するよう努めているか。
	□
	□

	事故発生の防止及び発生時の対応

（基準３６条）
	事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じているか。

1 事故発生の防止のための指針の整備

2 事実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備

3 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修の定期的な実施
	□
	□

	
	介護保健施設サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じているか。
	□
	□

	
	事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しているか。
	□
	□

	
	入所者に対する介護保健施設サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合、損害賠償を速やかに行っているか。
	□
	□

	会計の区分

（基準３７条）
	介護保健施設サービス事業の会計とその他の事業の会計を区分しているか。
	□
	□

	記録の整備

（基準３８条）

【条例６条】

【地方自治法第236条第1項】
	従業者、施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録を整備しているか。
	□
	□

	
	入所者に対する介護保健施設サービス提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。

①　施設サービス計画

②　基準第８条第４項の居宅において日常生活を営むことができるかどうかについての検討の内容等の記録

③　基準第９条第２項の提供した具体的なサービスの内容等の記録

④　基準第１３条第５項の身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

⑤　基準第２２条の市町村への通知に係る記録

⑥　基準第３４条第２項の苦情の内容等の記録

⑦　基準第３６条第３項の事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録
	□
	□


（介護給付費関係）

	項　　目
	
	している
	していない

	介護給付費単位
	平成１２年厚生省告示第２２号の「厚生大臣が定める１単位の単価」に、平成１２年厚生省告示第２１号の別表「指定施設サービス等介護給付費単位数表」に定める単位を乗じて費用の算出をしているか。
	□
	□

	端数処理
	上記費用の額に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てているか。
	□
	□

	従業員の員数が基準を満たさない場合の算定
	要介護状態区分又は要介護となる恐れがある状態に応じて所定単位数を算定しているか。
	□
	□

	
	従業員の員数が基準を満たさない場合には、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しているか。
	□
	□


通所リハビリテーション

（人員の配置）　【基準111条】
	項　　目
	
	して

いる
	していない

	通所リハビリテーション従業者
【基準１１１条】
	基準１１１条に定める員数の従業者を配置しているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション従業者は、提供時間帯に他の単位又は当該通所リハビリテーション事業所以外の業務との兼務を行っていないか。（いない→していない）（専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士等を除く）
	□
	□


（設備及び備品）　【基準112条】
	項　　目
	
	して

いる
	していない

	通所リハビリテーション事業所

【基準１１２条】
	通所リハビリテーション事業所を行うにふさわしい専用の部屋等であって、３㎡に利用定員を乗じた面積以上のものを有しているか。
	□
	□

	
	消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定通所リハビリテーションを行うために必要な専用の機械及び器具を備えているか。
	□
	□

	
	送迎車両を有する場合、任意保険にも加入しているか。
	□
	□


（事業の運営）

	項　　目
	
	している
	していない

	内容及び手続の説明及び同意

【基準119条】
　【準用8条】
	サービスの提供開始前に、あらかじめ、利用申込者やその家族に対し、重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して説明を行っているか。
	□
	□

	
	サービスの内容及び利用料金等について利用者の同意を得ているか。
	□
	□

	
	重要事項説明書には利用者の署名・捺印を受けているか。
	□
	□

	
	重要事項説明書には次の内容が記載されており、その内容はわかりやすいものとなっているか。

・運営規程の概要

・通所リハビリテーション従業者の勤務体系

・事故発生時の対応

· 苦情処理の体制
・その他の利用申込者のサービス選択に資すると認められ

　る重要事項
	□

□

□

□

□
□
	□

□

□

□

□
□

	
	サービスの提供開始について、利用者と契約書を交わしているか。
	□
	□

	提供拒否の禁止

【基準119条】

　【準用9条】
	正当な理由なくサービスの提供を拒んでいないか。
	□
	□

	サービス提供困難時の対応

【基準119条】

【準用10条】
	通常の事業の実施地域等を勘案し、自ら適切なサービスの提供が困難であると認めた場合は、利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定通所リハビリテーション事業者等の紹介その他の必要な措置を講じているか。
	□
	□

	掲　示

【基準119条】

【準用32条】
	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、通所リハビリテーション従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しているか。
	□
	□

	勤務体制の確保等
【基準119条】

【準用101条】
	従業者の勤務の体制を定めているか。
	□
	□

	
	従業者の資質向上のため、計画的な研修を実施しているか。
	□
	□

	受給資格等の確認

【基準119条】

【準用11条】

	利用者の被保険者証で、被保険資格、要介護認定等の有無及び要介護認定等の有効期間を確認しているか。
	□
	□

	
	被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、サービス提供を行うに際し、その意見を考慮しているか。
	□
	□

	要介護認定等の申請に係る援助

【基準119条】

【準用12条】
	利用申込者が要介護認定等を受けていない場合に、要介護認定申請のために必要な援助を行っているか。
	□
	□

	
	有効期間が終了する30日前には要介護認定の更新申請が行われるよう必要な援助を行っているか。
	□
	□

	心身の状況等の把握

【基準119条】

【準用13条】
	利用者の心身の状況、病歴、置かれている環境、他の保健医療又は福祉サービスの利用状況等を把握に向け、サービス担担当者会議等を通じ、情報の収集・交換を行っているか。
	□
	□

	居宅介護支援事業者等との連携

【基準119条】

【準用64条】
	サービスを提供するにあたり、居宅介護支援事業者、その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携をおこなっているか。
	□
	□

	
	サービスの終了に際し、利用者又はその家族に適切な指導を行うとともに、主治医や居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行っているか。
	□
	□

	法定代理受領サービス提供を受けるための援助

【基準119条】

【準用15条】
	居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依頼する旨を市町村に届け出ていないため、現物給付を受けられない利用者又は家族に対し、現物給付を受けるための手続の説明を行っているか。
	□
	□

	居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

【基準119条】

【準用16条】
	居宅サービス計画が作成されている場合には、当該計画に沿った通所リハビリテーションを提供しているか。
	□
	□

	居宅サービス計画等の変更の援助

【基準119条】

【準用17条】
	利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、必要な援助を行っているか。
	□
	□

	通所リハビリテーション計画の作成

【基準115条】
	医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる通所リハビリテーションの従業者は、診療又は運動機能検査、作業能力検査等を基に、共同して利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、リハビリテーションの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した通所リハビリテーション計画を作成しなければならない。
	□
	□

	
	既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成しているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション計画を作成した際には、当該リハビリテーション計画を利用者に交付しているか。
	□
	□

	
	それぞれの利用者について、通所リハビリテーションの計画に従ったサービスの実施状況及びその評価を診療記録に記載しているか。
	□
	□

	通所リハビリテーションの取扱方針

【基準114条】
	提供されるサービスは、医師の指示及び通所リハビリテーション計画に基づき、利用者の心身の機能回復を図り、日常生活の自立に資するものになっているか。
	□
	□

	
	懇切丁寧なサービス提供を心がけるとともに、リハビリテーションの観点から療養上必要とされる事項について、利用者又はその家族に分かりやすいように指導又は説明しているか。
	□
	□

	
	常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供しているか。
	□
	□

	
	認知症である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービス提供ができる体制を整備しているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション計画は、医師の診察内容及び運動機能検査等の結果を基に、通所リハビリテーションの提供に関わる従業者が共同して個々の利用者ごとに作成しているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション計画の目標及び内容については、利用者又は家族に説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明をおこなっているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成され、作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該居宅サービス計画に沿って作成されているか確認し、必要に応じて変更しているか。
	□
	□

	
	通所リハビリテーション計画は、診療又は運動機能検査、作業能力検査等を基に、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映を保証するため、管理者は、計画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、当該計画を利用者に交付しているか。
	□
	□

	
	認知症の状態にある要介護者で、他の要介護者と同じグループとしてサービスの提供を受けることが困難な場合は、必要に応じてグループを分けて対応しているか。
	□
	□

	サービス提供の記録

【基準119条】

【準用19条】
	サービス提供日、サービス内容、保険給付額などの必要事項をサービス利用票等に記載しているか。
	□
	□

	記録の整備

【基準118条の2】
【条例6条】

【地方自治法第236条第1項】

	従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
	□
	□

	
	利用者に対するサービス提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しているか。
①　通所リハビリテーション計画

②　提供した具体的なサ－ビスの内容等の記録

③　市町村への通知に係る記録
④　苦情の内容等の記録
⑤　事故の状況及び事故に際して採った処置の記録
	□
	□

	利用料等の受領

【基準119条】

【準用96条】
	利用者負担として、居宅介護サービス費用基準額または居宅支援サービス費用基準額の１割（法令により給付率が９割でない場合はそれに応じた割合）の支払を受けているか。
	□
	□

	
	利用料は法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した場合とそれ以外の場合との間で不合理な差額を生じさせていないか。
	□
	□

	
	通常の事業実施地域内でサービス提供を行う場合、送迎を行う費用の支払を受けていないか。
	□
	□

	
	利用料のほかには、次の費用の額以外の支払を受けていないか。

1 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外に居住する利用者に対して行う送迎を行う費用

2 家族等の出迎え等の都合で、利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合の預かりサービスに係る利用料

3 食事の提供に要する費用

4 おむつ代

5 通所リハビリテーションの提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用
	□
	□

	領収証の交付


	利用料の支払を受ける際、利用者に対し領収証を交付しているか。
	□
	□

	
	領収証には、保険給付の対象額とその他の費用を区分して記載し、その他の費用についてはさらに個別の費用ごとに区分して記載しているか。
	□
	□

	保険給付の請求のための証明書の交付

【基準119条】
【準用21条】
	償還払いとなる利用者に対しサービス提供証明書の交付を行っているか。（事例はないが、準備している→している）
	□
	□

	緊急時等の対応

【基準119条】

【準用27条】
	サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合やその他の必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等の適切な措置をとっているか。
	□
	□

	定員の遵守

【基準119条】

【準用102条】
	利用定員を超えて通所リハビリテーションの提供を行っていないか。
	□
	□

	非常災害対策

【基準119条】

【準用103条】
	非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。
	□
	□

	事故発生時の対応

【基準119条】

【準用37条】
	サービス提供時に事故が発生した場合、事故に対応した適切な処置をとるとともに、利用者の家族、市町村、居宅介護支援事業者等に連絡を行うなどの体制をとっているか。
	□
	□

	衛生管理

【基準118条】
	利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じているか。また、感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるように努めているか。
	□
	□

	
	空調設備等により施設内の適温の確保に努めているか。
	□
	□

	秘密保持等

【基準119条】

【準用33条】
	従業者に対し、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じているか。
	□
	□

	
	サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は、利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ているか。
	□
	□

	会計の区分

【基準119条】

【準用38条】
	事業所ごとに経理を区分するとともに、他の事業の会計と区分していますか。
	□
	□

	利用者に対する市町村への通知

【基準119条】

【準用26条】
	利用者について、次のいずれかに該当する状況が生じたことがあるか。

1 正当な理由なしに指定通所リハビリテーションの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態等の程度を増進させたと認められるとき。

2 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。
	□
	□

事例なし

□

	
	上記の状況があった場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知したか。（該当なし→回答不要）
	□
	□

	居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止

【基準119条】

【準用35条】
	居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与していないか。


	□
	□

	苦情処理

【基準119条】

【準用36条】
	利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置（相談窓口、苦情処理の体制及び手順等の概要を明らかにし、利用申し込み者又は家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示）を講じているか。
	□
	□

	
	苦情を受け付けた内容等を記録しているか。

また、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行っているか。
	□
	□

	
	入所者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。
	□
	□

	
	市町村からの求めがあった場合には、改善の内容を市町村に報告しているか。
	□
	□

	
	入所者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、同会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。
	□
	□

	
	国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しているか。
	□
	□

	地域との連携

【基準119条】

【準用36条の2】
	提供した指定通所リハビリテーションに関する利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めているか。
	□
	□


（介護給付費関係）
	項　　目
	
	している
	していない

	介護給付費単位
	平成12年厚生省告示第22号「厚生大臣が定める１単位の単価」に、平成12年厚生省告示第19号の別表「指定居宅サービス介護給付費単位数表」に定める単位を乗じて費用を算出しているか。
	□
	□

	端数処理
	上記費用の額に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てているか。
	□
	□

	所要時間の取扱い
	所要時間の算定は、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーション計画に位置づけられた内容の通所リハビリテーションを行うのに要する標準的な時間で行っているか。
	□
	□

	利用定員の超過等
	利用者の数または医師、理学療法士、作業療法士、看護職員若しくは介護職員の員数が平成12年度厚生省告示第27号の二（利用定員の超過、人員基準に満たない場合）に該当する場合は、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しているか。
	□
	□

	短時間の場合の算定
	心身の状況など利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者に対して、所要２時間以上３時間未満の通所リハビリテーションを行う場合は、「所要３時間以上４時間未満の場合」の所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しているか。
	□
	□

	サービス種類相互の算定関係
	利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、認知症対応型共同生活介護または特定施設入所者生活介護を受けている間は、通所リハビリテーション費を算定していないか。
	□
	□


（２）添付書類

（下記の書類について提出してください。）

· 提出書類については、Ａ４サイズにコピーしてください。
(老人保健施設)

１．施設サービス計画書（任意の１名　　年　　月分）

２．契約書（上記該当者分）

　　３．重要事項説明書（上記該当者分）

　　４．事業所の広告又はパンフレット

(通所リハビリテーション)
　　１．サービス提供票・サービス提供票別表（サービス提供時間の一番多い者１名　年　月分）

　　２．通所リハビリテーション計画書（上記該当者分）

　　３．契約書（上記該当者分）

　　４．重要事項説明書（上記該当者分）
※　施設全体の現在の図面（現在の施設の設備の状況を反映させたもの）を添付してください。

　　（こちらはＡ３でお願いします。）
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